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1. はじめに 

東日本大震災発生時の堤防の部分液状化による堤体内部の弱部の探査が喫緊の課題となっており、今後非

破壊調査の増加が予想される。非破壊調査の一つである表面波探査は，地盤の地表付近を伝わる表面波（レ

イリー波）を測定解析することにより地盤の S 波速度を求める物理探査法であり、堤防でも利用されてきて

いる。しかし、表面波探査はその計測原理から、平坦な場所にしか適用できず、堤体の横断面を測るには、

縦断方向に密に実施し繋ぎ合わせることをしなければならなかった。本研究は、堤防横断面構造を把握する

ために、EPS（Expanded polystyrol fill：発砲ポリスチロール盛土）を用いて移動可能な仮設盛土を設置するこ

とで堤防横断面を平坦化し、表面波探査の適用を

実堤防で試みたものである。 

 

2. 表面波探査 

表面波探査は，地盤の地表付近を伝わる表面波

（レイリー波）を測定解析することにより地盤の

S 波速度を求める物理探査法である 1),2)。図-1 の

ように不均質な地盤の表面付近を伝わる表面波は

波長（周波数）によって伝播速

度が変化し，一般に深度ととも

に弾性波速度が増加する。波長

（周波数）による伝播速度の分

散を逆解析することにより，S

波速度構造を求める方法である。

地表面をカケヤなどで起振し，

地盤表面に設置された複数個の

受振器で表面付近を伝わる波を

観測する。  

 

3. 対象堤防の概要 

対象とした堤防は国土交通省

中部地方整備局が管理する庄内

川 23km 右岸堤防で，図-2 に断

面図を示すように堤内地からの高さが 4.6m，小段高 2.4m、河道特性を示すセグメント区分 3)で 2-1 礫床区間

にあり、Ac 層の上に盛土された堤防となっている。また，既往のボーリング資料より，地下水面は堤内地盤

から 1.5m 下程度にあると推定される堤防である。予め，23km 地点を横切る縦断方向の表面波探査および電 

起振 
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長い波長の波 

図-1 表面波の伝播 

図-2 調査対象堤防の断面 
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気探査を実施している。表面波探査・電気探査の結

果の組み合わせのクロスプロットの結果から，3.8m

以深の基礎地盤では，S 波速度 110～160m/s 程度で

Ac 層，深度 7～8m 付近以深では，S 波速度 200～

230m/s に増加し Ds 層と示されている深度と判断

されている。 

 

4. EPS ステージを用いた堤防断面の表面波探査 

(1) EPS の設置と表面波探査の概要 4) 

 堤防断面を平坦化するために，EPS 板（DX35（2m

×1m×0.1m））を緊結金具で地盤と EPS とをつなぎ，

のり面では土のうに砂を詰めて隙間を埋めながら仮

設ステージを施工した（図-3）。小段での計測が終わ

ると上部へ移設する形でEPSを再利用した（図-4）。 

(2) 計測された波形 

小段側の表面波探査における起振位置を図-5 に、

と観測波形を図-6，7 に示す。EPS 側からの起振し

た場合②（図-7）では EPS を伝わる波が速く伝わっ

ていることがこれよりわかる．また図-6の①の波形

に比べ，図-7の②の方が EPS 内の波形の乱れが大き

い。これは，EPS 板を緊結金具のみで結束している

ために，EPS 板間で干渉していることが原因と考え

る。今後，工場出荷時に接着剤で密着させた EPS ブ

ロックタイプのものを使用することで乱れも少なく

作業性もアップすると考える。 

(3) EPSステージを用いた堤防断面の表面波探査 

別途計測した小段縦断面方向の表面波探査結果を

図-9、EPSを使用して計測した横断面方向の結果を図-10に示した。赤い波線が縦断と横断が重なる線である．

また，図-10中の青色線で囲った右端上部が，EPS盛土部である．EPS部は，周辺地盤より硬いため、S波速度

が速く表れている。図-9と図-10を比較してみると，0-2m深さまでS波速度が130-160m/s程度と比較的締まっ 

2000mm

B

A

EPSブロック
裏法面

小段

図-3 EPS 仮設ステージと土のうによる目地詰め

   5

  10

  15

  20

(m)

標

高

速度単位：km/s

   0    5   10   15   20   25

距 離 程
縮

天端

小段

EPS

EPS

① ②

図-5 表面波探査における EPS と起振位置 

奥行2m

土のう

受振器

受振器

図-4  EPS ステージを用いた表面波探査 4) 

    9    10    11    12    13    14    15    16    17    18    19    20    21    22    23

時

間

(msec)

     0

    50

   100

   150

   200

(m)距 離起振点位置=  9.0m

sxsn0256.sg2

図-6 表面波探査における計測波形（起振位置①） 

    9    10    11    12    13    14    15    16    17    18    19    20    21    22    23

時

間

(msec)

     0

    50

   100

   150

   200

(m)距 離起振点位置= 23.0m

sxsn0281.sg2

②

図-7 表面波探査における計測波形（起振位置②） 



ており，2-4m深さでは緩い状態が得られ，一致して

いることが分かった。横断面（図-9）では180m/s

となる層の深度がやや深くなっているが，深部ほど

分解能が下がっていることが原因と推察される。 

横断面でのS波速度の結果から，小段法肩部から

のり面に向かってS波速度が高い部分（黄色）が確

認され，小段はのり面表層部を含めて表層1m～2m

は締まった状態あるいは砂質土で構成しているこ

とが推察される．一方，小段上などの水平面ごく浅

い層では，のり面に比べて軟らかい傾向があること

が分かった。 

 

5. 他の物理探査手法との検討 

(1)電気探査による検証 2) 

 次に計測された S 波速度構造（図-10）と電気

探査による比抵抗値構造から結果の検証を行った。

比抵抗値は，その値が大きいほど電流が流れ難く，

含水比が少ない土質と考えられる。図-11 は比抵

抗値（Ω･m）の分布を示したものである。のり面

では比抵抗値が高く，砂礫が多いことが推察でき

る．また，のり尻下部右側で低比抵抗値が現れて

おり，水分が多い土質であることが考えられる。

また，比抵抗値だけでは分かりにくいため，別途，

電気探査中に河川水を散水させ，散水開始時の比

抵抗を基準に比抵抗の変化率(%)を求めたのが，図

電気探査結果
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図-8 堤防縦断面の S 波速度の一部と調査箇所 

 

図-10 EPS 盛土利用した表面波探査結果（S 波速度） 

 

 

図-11 比抵抗値分布 
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図-12 比抵抗値の変化率 
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図-9 堤防横断面の S 波速度と調査箇所 

 

 



-12 である。ここでの比抵抗値の変化率とはｔ時刻の比抵抗値から散水開始時の比抵抗値の差を散水開始時

の比抵抗値で除したあたいである。負符号の変化率は，比抵抗値が大きくなった，すなわち水分量が減った

ことを示す。のり面は負の変化率と水分が減少しており，砂質または砂礫といった透水係数の大きな土質で

あることがわかる。一方，のり尻下部 1.5-2m 深さでは水分量が増加していることがわかり、粘性土などの透

水係数の低い土質が存在する可能性を示唆する結果が得られている。これらの結果と EPS を用いた表面波探

査の結果（図-10）を比較すると，小段肩およびのり面の浅層部が硬く（図-10の黄色部，図-11の赤色部），

深くなると軟らかい層の分布することが比抵抗探査結果からもわかり，築堤における盛土部の様子が表れて

いるものと推察される。のり尻部 2m 以下に S 波のやや遅い部分が表れているが，比抵抗値においても比抵

抗の小さい部分があり，いずれも軟らかい土質の可能性を示している。これらの結果から，EPS 盛土を使っ

た表面波探査の結果は，概ね他の物理探査結果とも整合していることが分かった。 

(2)地下レーダーによる検証 

図-13 には地下レーダーの横断面の結果

を示す。表層の盛土の境界が明瞭に捉えら

れており、のり面部の簡易貫入 試験の結果

（ゆるみ範囲）と図-11 の電気探査の高比

抵抗部および地下レーダー探査の反射強度

が強い範囲（明色）が一致していることが

わかる。また、のり面に腹付けされた盛土

の境界も捉えられている。地下レーダー探査の結果では、左上部の○に示す部分に埋設管がお皿をひっくり

返した反射パターンが現れ検出されているが、先の図-11 の電気探査では、保護管はポリエチレン製で電流

が流れにくいため、高比抵抗として検出されている。図-13 より地下レーダー探査で埋設管の位置を正しく

捕らえていると判断される（埋設深度は 30cm～50cm 程度）。下段のり面の法尻下部に見られる低比抵抗は、

地下水位以下の粘性土を捕らえていると考えられ、地下レーダー探査の結果でも、深度１ｍ以深では電磁波

が減衰して反射波が小さく（黒色）なっていることから、地下水位以下は比抵抗が低いことと一致している。 

 

6. 簡易貫入試験による地盤の硬軟の検証 

EPS ステージを用いた堤防横断面の表面波探査お

よび電気探査の結果，小段の裏のり尻下部右側，約

1-2m 弱の深さに，周辺よりも S 波速度が遅い軟らか

い層らしいものが検知されている。電気探査でも低

比抵抗値が得られており，散水時の比抵抗値の変化

率では，左の天端のり肩からのり尻部まで 2m 以深

で変化が多いが右側では変化率が低く，浸透水の流

れが妨げられているように見える箇所があった。そ

こで，表面波探査の結果の妥当性を検証するために，小段の裏のり尻下部を中心に，SH 型簡易貫入試験を

実施した．ここで示されていない上の小段には，光ケーブルが埋設されているのを確認しているが，今回の

水平距離 10m 程度においては埋設物の調査の結果，埋設物がないことを確認している．そこで図-14 に示す

ように深さ 4m 弱までの貫入試験を SH 型貫入試験装置 5)で行うこととした。 

(1)SH 型貫入試験の概要 

 標準貫入試験や簡易貫入試験は，貫入量に対する打撃数で地盤の硬軟を評価する方法であるが，SH 型貫

入試験は，3kg または 5kg（3kg＋2kg（着脱式））のハンマーを落下させた時の貫入量から換算し（Nd/drop 値

として）評価する方法で，斜面の表層崩壊などの軟らかい地盤での調査に使用されてきた．Nd/drop 値とは，

 
図-13 地下レーダーによる計測結果 
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図-14 SH 貫入試験の貫入地点 
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質量 5kg のハンマーを 500±10mm の高さから自由落下させ，コーンを 100mm 貫入させるのに要する打撃

回数で，次式を用いて 1 打撃ごとに Nd/drop 値を求める． 

 打撃のコーン貫入量ハンマ

㎜

12)kg(3

)100(
Nd/drop




 (1)
 

また，軟らかい地盤では3kgハンマー1打撃ごとに，次の式のNd’/drop 値を求める． 

 
打撃のコーン貫入量ハンマ

㎜

1kg3

)100(
/dropNd'


   (2) 

さらに，Nd/drop 値とNd’/drop値を統一して表現するために次の関係を使用する． 

 /dropNd'5.0Nd/drop   (3) 

 

(2) SH貫入試験の結果 

 今回，小段のり尻部下部の確認をするため，図-15のようにのり尻部（10.0m）を中心に計 4本貫入するこ

ととした。のり尻下部（水平位置 10.0m）で地表から 1-2m の間で，Nd/drop 値が 2-3 と非常に低く，緩い層

の存在を SH 貫入試験結果からも得られた．また，のり尻部から川裏側へ行くほど，Nd/drop 値が大きく，

硬い傾向になることがこの結果から読み取れ，図-14の一部軟らかい土質を確認できた。 

 次に，得られた4本のNd/drop値を使って，Nd/drop値のコンター図をクリギング法により求めたのが図-16

である．SH型貫入試験の深さがそれぞれ違うため，深さ2.9mまでのデータを用いて統一した．この図より，

表層は川裏側へ行くほど，礫に当たったためか，ばらつきが大きくコンターが複雑になっているがのり尻下

部1.0m～1.5m付近に緩い層が分布していることが見える。 

また，EPS盛土を用いた表面波探査の結果では，1.3～2.5m深さにおいて，のり尻から堤内側にS波速度が

小さい軟らかい部分があったが，深い部分ではやや位置的なズレはあるが確かに軟らかい部分（0.7～1.7m  
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図-15 SH 型貫入試験結果（4 本） 



のNd=2～3）が存在していることがSH貫入試験結果からも得ることができた。今回の横断面の表面探査では，

15m の水平距離であったたため，深部での分解能が低下しズレが現れた点を考慮し，今後は，EPS 板でなく，

EPS のブロック状で板間の干渉を低減することで精度を上げることができるものを考えられる。 

 

7. まとめ 

EPSによる仮設盛土で断面を平坦として表面波探査を行った結果，断面のS波分布を計測することができ，

縦断面との比較，電気探査およびSH貫入試験結果との比較からも検証を行ったところ，計測結果は概ね他の

調査法結果を説明できており、計測の可能性が得られた．今後，EPSブロックの使用法や被災時の早急な診断

や付帯構造物周りの評価など，改善することにより，簡便で堤体横断面のS波構造を得ることが実用化できる

と考えられる。 
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図-16 SH 型貫入試験で得られた Nd/drop のコンター図 
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